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中心市街地への住み替え･団地整備支援制度をご活用ください！
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では、放置された里山・平地林を再生し、景観
や生物多様性の保全など、森林の持つ公益的機

能の発揮を図るため「里山・平地林再生事業」を実施
します。この事業は、森林の所有者からの相談を受け
て、町が森林整備を実施するもので、所有者は自己負
担なく森林を整備できます。整備例は町公式ホーム
ページに掲載していますので、竹の侵入や笹の繁茂な
どでお悩みの方は、ぜひ活用ください。まずは、次の
実施要件を確認のうえ、農林課へご相談ください。

▶実施要件
○自己が所有または管理を委託された土地で、現況地目

が山林等であること
○事業実施後、５年間の維持管理(自己負担)を行うこと

(町と協定締結)
○協定期間中は山林以外への転用を行わないこと
○１カ所当たりの森林面積がおおむね0.3ヘクタール以上

（複数人の合計でも可）など

▶相談期限／5月15日㈮

農林課（ 581･2121内線402）

では、塀の倒壊による被害を防止するため、通
学路に面するブロック塀等を撤去する費用の一

部を補助します（最大20万円）。事前に都市計画課で
ご相談のうえ、工事着手前に同課へ申請してください。

▶補助の対象となるブロック塀等
①ブロック、レンガ、石材等による塀
②塀の高さが塀の厚さの3分の20を超えるもの
③通学路に面するもの

▶対象となる工事
町内事業者が行うブロック塀等の撤去工事で、塀の
一部を撤去して高さを厚さの3分の20以下にする工
事、または基礎を含めた全部を撤去する工事
※公共工事等によるものは対象外となります。
※補助は同一敷地内につき１回限りです。
※予算額に達した時点で受付終了となります。

都市計画課（ 581･2121内線243）

では、野生鳥獣による農作物被害防止および町
民の生活環境を保全するため、新たに狩猟免許

を取得した方に対して、費用の一部を補助します。
▶対象／①町内に住所を有し、新たに狩猟免許を取

得した方 ②町が実施する野生鳥獣駆除事業（委託
事業を含む）に従事する意思のある方

▶補助対象免許／〇わな猟免許 〇第一種銃猟免許 
〇第二種銃猟免許

▶補助対象費用／①狩猟免許講習教材費 ②狩猟免許
申請手数料 ③狩猟免許申請に係る診断書費用 ④
申請用写真代
※狩猟免許の再取得、更新等は補助対象外です。

▶補助率／免許取得に要した費用の２分の１以内(上
限6,000円)

▶申請手続き／狩猟免許の取得後、農林課に備え付
けてある補助金交付申請書に記入のうえ、農林課
へ申請してください。添付書類等の詳細はお問い
合わせください。免許取得後は、寄居猟友会への
加入をお願いします。
※予算額に達した時点で受付終了となります。

農林課（ 581･2121内線403）

では、野生鳥獣による農作物被害を未然に防止
するため、農業者等が実施する防除対策事業に

対して、費用の一部を補助します。

▶対象／①町内に住所を有し、町内の農地等に電気柵
や防護柵を設置する方 ②町内に住所を有し、町内の
農地等を適正管理し、野生鳥獣が近づきにくい環境
づくりを実施する農家集団等

▶補助対象費用／①電気柵や防護柵の購入費用 ②野
生鳥獣が近づきにくい環境づくりに要する費用（燃
料代、機器購入費、消耗品代等）

▶補助率／事業に要する費用の2分の1以内（上限3万
円、100円未満切り捨て）

▶申請手続き／事業を実施する前に、農林課に備え付
けてある補助金交付申請書に記入のうえ、農林課へ
申請してください。添付書類等の
詳細はお問い合わせください。
※予算額に達した時点で受付終了とな
　ります。

農林課（ 581･2121内線403）

森林の整備を実施します！ 通学路ブロック塀等撤去費用の
一部を補助します！

狩猟免許取得費用の
一部を補助します！

電気柵等の購入費用の
一部を補助します！

寄居町まちなか住宅取得支援補助金
新たに中心市街地に転居する方への住宅取得補助制度
です。
▶対象要件／過去に同補助金および寄居町定住促進補

助金を利用していない方で、次の①～⑤の要件をす
べて満たす方
①子育て世帯（18歳以下の子どもがいる世帯）また

は40歳未満の方
②転居前に3年以上中心市街地外に住んでおり、令

和2年4月1日以降に新たに中心市街地内に転居し
た方

③令和2年4月1日以降の契約により住宅を取得・登
記した方

④5年以上継続して当該住宅を所有し、居住する方
⑤世帯全員に町税の滞納がない方

▶補助金額
○新築住宅（敷地面積150㎡以上）　100万円
○中古住宅（延床面積100㎡以上） 　 50万円

寄居町新婚世帯家賃補助金
▶対象要件／過去に同制度を利用していない方で、次

の①～⑤の要件をすべて満たす方
①夫婦が結婚から2年未満の世帯で夫婦のどちらも

40歳以下の方
②夫婦のいずれかが転入前に3年以上ほかの市区町

村に住んでおり、平成30年4月1日以降に新たに
寄居町に転入する方

③世帯全員に町税の滞納がない方
④『生活保護法』または当該補助金と重複するほか

の公的給付を受けていない方
⑤家賃の滞納のない方　
※転入後6カ月以内に申請してください。

▶補助金額（最長24カ月間）
1万円／月

▶加算措置（賃貸住宅が中心市街地内にある場合）
5,000円／月
※夫婦のいずれかのみが②に該当する場合は上記の半額と

なります。

寄居町定住促進補助金
▶対象要件／過去に同制度を利用していない方で、次

の①～⑥の要件をすべて満たす方
①子育て世帯（18歳以下の子どもがいる世帯）また

は前年度に40歳未満の方
②転入前に3年以上ほかの市区町村に住んでおり、平

成29年4月1日以降に新たに寄居町に転入する方
③世帯全員に町税の滞納がない方
④平成29年4月1日以降に申請者が居住のために契

約した新築住宅であること
⑤住宅の敷地面積が150㎡以上であること
⑥申請者名義で建物登記が完了し入居していること

▶補助金額
○子育て世帯の転入者　40万円
○40歳未満の転入者　  30万円

▶加算措置
○地域加算　10万円
※用途地域内(寄居駅･男衾駅周辺)に住宅を取得する方

寄居町まちなか住宅団地整備補助金
既存建物の除却・再整備などの事業を行う方への補助制
度です。
▶対象要件／同補助金を利用していない事業で、次の

①～③の要件をすべて満たすもの
①中心市街地内で、2区画以上（1区画あたり150㎡

以上）の住宅団地を整備すること
②工事施工者を町内事業者から選定するよう努める

こと
③町税の滞納がないこと

▶補助対象経費／用地の測量・登記費用、既存建物・上下
水道の撤去費用、上下水道の設置費用など

▶補助率・補助上限額／補助対象経費の2分の1
敷地面積1,000㎡以上または6区画以上の整備の場合　
100万円／区画　上限500万円
上記以外の場合
60万円／区画　上限250万円

では、まちなか居住を推進するため、２つの補助制度を開始します。中心市街地で
土地建物の売買を検討されている方は、ぜひご活用ください。また、町内への転

入者を対象とした下記補助制度も引き続き実施しています。
都市計画課（ 581･2121内線241）
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